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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】製造に手間を要する特殊な成分組成のアルミニウム合金を採用することはなくて
も、基材に用いるアルミニウム合金の成分組成に関係なく、近年高まっている低汚染ニー
ズに対応することができる低汚染性に優れたアルミニウム合金部材を提供する。
【解決手段】アルミニウム合金で成る基材の表面に陽極酸化皮膜を形成したアルミニウム
合金部材であって、陽極酸化皮膜は、その表面側から１μｍ以上が、ポア間の障壁厚さが
３０ｎｍ以下のポーラス層とする。また、その表面側のポーラス層を除く基材側の部位が
、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のバリアー層とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム合金で成る基材の表面に陽極酸化皮膜を形成したアルミニウム合金部材で
あって、
　前記陽極酸化皮膜は、その表面側から１μｍ以上が、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下
のポーラス層であることを特徴とする低汚染性に優れたアルミニウム合金部材。
【請求項２】
　前記陽極酸化皮膜のうち、その表面側のポーラス層を除く基材側の部位が、ポア間の障
壁厚さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のポーラス層であることを特徴とする請求項１
記載の低汚染性に優れたアルミニウム合金部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ドライエッチング装置、ＣＶＤ装置、イオン注入装置、スパッタリング装置
などの半導体や液晶の製造設備などの真空チャンバ、或いはその真空チャンバの内部に設
けられる部材の材料として好適に用いられる低汚染性に優れたアルミニウム合金部材に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　アルミニウム合金を基材とし、その表面に陽極酸化皮膜を形成して、アルミニウム合金
基材に耐腐食性（耐高温ガス腐食性）や耐摩耗性などを付与させる陽極酸化処理は、従来
から広く採用されてきた。
【０００３】
　例えば、半導体製造設備のプラズマ処理装置に用いられる真空チャンバ、並びにその真
空チャンバの内部に設けられる電極等の各種部材は、アルミニウム合金を用いて形成され
ることが通常である。しかしながら、そのアルミニウム合金を無垢のままで使用すれば、
耐腐食性や耐摩耗性などを維持することができなくなるので、アルミニウム合金によって
形成された基材の表面に陽極酸化処理を施して陽極酸化皮膜を形成することで、耐腐食性
や耐摩耗性などを付与していた。
【０００４】
　このアルミニウム合金基材の表面に陽極酸化皮膜を形成する理由は、真空チャンバの内
部では、シリコン・ウエハなどの被処理物に半導体製造の前処理工程や製造工程において
、室温から２００℃以上の高温環境下で様々な種類の腐食性ガスやプラズマによって所定
の加工が行われるため、真空チャンバの内面や、真空チャンバの内部に設けられる電極等
の各種部品も前記した雰囲気に曝されることになり、無垢のアルミニウム合金のままでは
、耐腐食性や耐摩耗性などを維持することができないためである。
【０００５】
　近年、このような、表面に陽極酸化皮膜を形成したアルミニウム合金部材に関する種々
の提案がなされている。被処理物の低汚染化、すなわち、Ｆｅ、Ｃｒ、Ｃｕの低減という
観点から、陽極酸化処理を施す基材の材料として、高純度のアルミニウム中に、Ｍｇ、Ｓ
ｉを添加し、不純物の含有量を極力制限したアルミニウム合金基材が、特許文献１～７と
して提案されている。これら特許文献１～７記載のアルミニウム合金を基材とした場合、
被処理物の低汚染化に対しては効果が期待できるもの、必ずしも十分な耐久性を得ること
ができない。
【０００６】
　この十分な耐久性を得るための対策として、本発明者らが提案した陽極酸化用アルミニ
ウム合金が、特許文献８記載の高耐久性と低汚染性と高生産性を兼備した陽極酸化用アル
ミニウム合金である。この陽極酸化用アルミニウム合金は、近年のデバイスの高集積化に
伴う金属汚染低減ニーズに対応した合金である。半導体製造設備を構成する部材の中でも
、特に下部電極部材は、その上に直接ウエハを載置するため、ウエハに対する汚染源とな
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る可能性が高い部材である。そのため、この特許文献８記載の高耐久性と低汚染性を兼ね
備えた陽極酸化用アルミニウム合金を下部電極部材に採用することが、金属汚染の低減を
図ることで有効であった。
【０００７】
　しかしながら、この特許文献８記載の陽極酸化用アルミニウム合金をはじめとして、特
許文献１～８記載のアルミニウム合金は、その何れもが、不純物元素の低減を極力図った
特殊な成分組成のアルミニウム合金であるため、市販のアルミニウム合金と比較して調達
が困難であり、また、製造する場合は、その製造ために余計なコストがかかってしまうと
いう問題があった。
【０００８】
　また、実際に半導体製造設備のプラズマ処理装置等に採用されている陽極酸化用アルミ
ニウム合金は、未だに市販のアルミニウム合金がその大半を占めており、製造に手間を要
する特殊な組成のアルミニウム合金を採用することなく、市販のアルミニウム合金を用い
ても、近年高まっている低汚染ニーズに対応することができる技術が開発されることが待
ち望まれていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平１０－８８２７１号公報
【特許文献２】特開２００４－９９９７２号公報
【特許文献３】特開２００２－２４１９９２号公報
【特許文献４】特開２００２－２５６４８８号公報
【特許文献５】特開２００３－１１９５３９号公報
【特許文献６】特開２００３－１７１７２７号公報
【特許文献７】特開２００８－７０６７０号公報
【特許文献８】特開２００８－４５１６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、上記従来の問題を解決せんとしてなされたもので、半導体製造設備のプラズ
マ処理装置に用いられる真空チャンバ、並びにその真空チャンバの内部に設けられる電極
等の各種部材等に用いられる陽極酸化用アルミニウム合金の基材として、製造に手間を要
する特殊な成分組成のアルミニウム合金を採用することはなくても、また、基材に用いる
アルミニウム合金の成分組成に関係なく、近年高まっている低汚染ニーズに対応すること
ができる低汚染性に優れたアルミニウム合金部材を提供することを課題とするものである
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　請求項１記載の発明は、アルミニウム合金で成る基材の表面に陽極酸化皮膜を形成した
アルミニウム合金部材であって、前記陽極酸化皮膜は、その表面側から１μｍ以上が、ポ
ア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層であることを特徴とする低汚染性に優れたア
ルミニウム合金部材である。
【００１２】
　請求項２記載の発明は、前記陽極酸化皮膜のうち、その表面側のポーラス層を除く基材
側の部位が、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のポーラス層であるこ
とを特徴とする請求項１記載の低汚染性に優れたアルミニウム合金部材である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の請求項１記載の低汚染性に優れたアルミニウム合金部材によると、半導体製造
設備のプラズマ処理装置に用いられる真空チャンバ、並びにその真空チャンバの内部に設
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けられる電極等の各種部材等に用いられる陽極酸化用アルミニウム合金の基材として、製
造に手間を要する特殊な組成のアルミニウム合金を採用することはなくても、また、基材
に用いるアルミニウム合金の成分組成に関係なく、近年高まっている低汚染ニーズに対応
することができる。
【００１４】
　本発明の請求項２記載の低汚染性に優れたアルミニウム合金部材によると、優れた低汚
染性に加えて、耐傷付き性にも優れたアルミニウム合金部材とすることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　ドライエッチング装置、ＣＶＤ装置、イオン注入装置、スパッタリング装置などの半導
体や液晶の製造設備などの真空チャンバ、或いはその真空チャンバの内部に設けられる部
材の材料として、耐腐食性や耐摩耗性などを維持するために、表面に陽極酸化皮膜を形成
したアルミニウム合金部材が採用されているが、近年高まっているニーズの低汚染化に対
応するという観点で、不純物の含有量を極力制限したアルミニウム合金が、その基材に使
用されはじめている。
【００１６】
　しかしながら、不純物の含有量を極力制限した特殊な成分組成のアルミニウム合金を製
造することは困難であり、また、新たな製造設備を導入する必要やコストが上昇すること
等もあって、市販のアルミニウム合金を用いても、低汚染性に優れたアルミニウム合金部
材を実現することができる新たな技術を見出すことを目的として、本発明者らは、鋭意、
実験、検討を行った。
【００１７】
　その結果、アルミニウム合金でなる基材の表面に形成する陽極酸化皮膜の少なくとも表
面側から１μｍ以上を、ポア（空隙）間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層とするこ
とで、基材に市販のアルミニウム合金を用いても優れた低汚染性を確保できることが分か
り、本発明の完成に至った。
【００１８】
　また、その陽極酸化皮膜のポーラス層を除く基材側の部位を、ポア間の障壁厚さが３０
ｎｍ超で、且つその層厚が５μｍ以上のポーラス層とすることで、前記した低汚染性に加
え、耐傷付き性にも優れたアルミニウム合金部材を実現できることも確認した。
【００１９】
　尚、本発明で定義するポア間の障壁厚さとは、陽極酸化皮膜の表面等をＳＥＭ（走査電
子顕微鏡）で観察したときの、近接する１０個以上のポアについて、夫々最近接したポア
間の最短距離（固体部分の最小厚さ）を測定し、ポアとポアがつながっている場合はその
ポア間の障壁厚さは０とし、その測定した平均値を求めることで、ポア間の障壁厚さとし
た。尚、陽極酸化皮膜の表面以外に、陽極酸化皮膜の表面側から１μｍの位置と、基材界
面付近、また、基材界面から表面側５μｍの位置についても、ＦＩＢ（Ｆｏｃｕｓｅｄ　
Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ）加工にて切り出してＳＥＭで観察した。本発明では、このポア間の障
壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層を表面に形成することを要件とした。
【００２０】
　以下、本発明を実施形態に基づき詳細に説明する。
【００２１】
　本発明のアルミニウム合金部材は、アルミニウム合金でなる基材と、その基材の表面に
形成される陽極酸化皮膜より構成される。
【００２２】
　アルミニウム合金でなる基材としては、特殊な成分組成のアルミニウム合金を用いる必
要はなく、市販のアルミニウム合金、例えば、ＪＩＳに規定される６０６１アルミニウム
合金を用いて基材とすることができる。
【００２３】
　また、その基材の表面に形成される陽極酸化皮膜は、その表面側（最表面）から１μｍ
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以上が、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層である。陽極酸化皮膜の全てがこ
のポーラス層であっても構わないが、表面側のポーラス層を除く基材側の部位を、ポア間
の障壁厚さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のポーラス層とすることが好ましい。
【００２４】
　尚、本発明では、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層を形成することを要件
としたが、ポア間の障壁厚さの下限は特に規定しない。しかしながら、後述の方法で、ポ
ア間の障壁厚さを５ｎｍ未満に制御することは工業的に難しく、その下限は５ｎｍとする
ことが好ましい。
【００２５】
　また、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層の層厚の下限は１μｍと規定した
が、その上限は特に規定しない。しかしながら、後述する耐傷付き性の観点で、１μｍ以
上のできるだけ薄い層厚とすることが好ましい。
【００２６】
　更には、本発明では、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ超のポーラス層を形成することも推
奨したが、ポア間の障壁厚さの上限は特に規定しない。しかしながら、ポア間の障壁厚さ
が１００ｎｍを超えるポーラス層を形成することは、現実的ではないため、その上限は１
００ｎｍとすることが好ましい。
【００２７】
　また、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ超のポーラス層の層厚の下限は５μｍと規定したが
、その上限は特に規定しない。しかしながら、耐傷付き性の観点で、ポア間の障壁厚さが
３０ｎｍ以下のポーラス層の層厚が１μｍ以上となる範囲で、ポア間の障壁厚さが３０ｎ
ｍ超のポーラス層の層厚は、できるだけ厚くすることが好ましい。
【００２８】
　陽極酸化皮膜は、一般に、硫酸溶液、シュウ酸溶液、クロム酸溶液、リン酸溶液等の処
理溶液、およびそれらの混合溶液に、アルミニウム合金でなる基材を浸漬して陽極とし、
電解処理を行うことで、陽極であるアルミニウム合金でなる基材の表面に形成される。し
かし、クロム酸溶液は、陽極酸化皮膜中にクロムが取り込まれて汚染原因となるため、避
けるべきである。
【００２９】
　陽極酸化皮膜のポア間の障壁厚さは、ポアの大きさとポアの数密度によって決まる。こ
れらポアの大きさとポア数密度は、処理液の温度と処理電圧によって変化し、高温の処理
液を用いるとポアの大きさは大きくなり、低電圧にて処理するとポア数密度が増加する。
従って、ポア間の障壁厚さを薄くするためには、高温の処理液で、低電圧の処理を行えば
良いと考えられる。
【００３０】
　しかしながら、通常、高温の処理液を用いた低電圧の処理は、実施されていないのが実
態である。それは、処理液を高温にするためにはヒータ等を準備することが必要になり、
また、処理液の蒸発防止策も必要となり、更には、低電圧処理では流れる電流が小さくな
って陽極酸化皮膜の形成速度が遅くなってしまい、生産性に劣るという、様々な不利な点
があるからである。
【００３１】
　そこで、通常の陽極酸化処理条件にて作製した陽極酸化皮膜を、酸などに浸漬して化学
溶解させ、ポア径を拡大する方法を採用することが考えられる。例えば、フッ酸水溶液や
緩衝フッ酸溶液（ＨＦとＮＨ４Ｆの混合水溶液）などのフッ素を含む水溶液中に陽極酸化
皮膜を浸漬し、その陽極酸化皮膜の表面付近を溶解させることにより、ポア間の障壁厚さ
が３０ｎｍ以下のポーラス層とすることが可能である。
【００３２】
　尚、フッ素を含む水溶液としては、そのフッ素濃度が高く、また、温度がより高温であ
る方が、処理溶液による陽極酸化皮膜表面の化学溶解を起こしやすく、短時間でポア間の
障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層を形成するには有効である。しかしながら、一方で
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化学溶解が大きすぎると膜厚が薄くなるために、適宜条件を設定する必要があり、陽極酸
化皮膜の種類にもよるが、例えば、室温（約２５℃）で、０．５～１．０ｍｏｌ／Ｌのフ
ッ酸水溶液に、１～２分浸漬すると良い。
【００３３】
　また、陽極酸化皮膜は、湿式耐食性を付与するために、熱水中に浸漬したり、蒸気加圧
に曝したりする、いわゆる封孔処理が施される場合もあるが、この封孔処理は、ポア径を
小さくする方向でポア間の障壁厚さが厚くなるため、施さない方が好ましい。
【００３４】
　この陽極酸化皮膜の表面上にはウエハ等が直接載置されることになるが、直接ウエハ等
と接触する陽極酸化皮膜の表面側を、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層とし
、且つそのポーラス層の厚みを１μｍ以上とすることで、アルミニウム合金に含有される
Ｆｅ、Ｃｒ、Ｃｕ等の金属汚染原因となる元素が、陽極酸化皮膜を介してウエハ等へ拡散
して汚染原因となることを抑制することができると考えられる。
【００３５】
　以上説明したように、陽極酸化皮膜の表面側から１μｍ以上を、ポア間の障壁厚さが３
０ｎｍ以下のポーラス層とすることで、低汚染性に優れたアルミニウム合金部材とするこ
とができるが、それだけでは、耐傷付き性に劣るアルミニウム合金部材となってしまう。
そこで、本発明では、陽極酸化皮膜のポーラス層を除く基材側の部位を、ポア間の障壁厚
さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のポーラス層とした。
【００３６】
　すなわち、陽極酸化皮膜のうち、その基材側を層厚が５μｍ以上のポーラス層とするこ
とで、耐傷付き性に優れたアルミニウム合金部材とすることができる。
【００３７】
　ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ以下のポーラス層が表面側に形成された陽極酸化皮膜に、
このバリアー層を形成させるためには、陽極酸化処理の後期の段階での処理電圧を、前期
の段階の処理電圧より上昇させることで形成させることができ、この方法が特に有効であ
るが、陽極酸化処理の処理時間を長くする（成膜速度を遅くする）ことでも形成すること
が可能である。
【実施例】
【００３８】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとより下記実施例
によって制限を受けるものではなく、本発明の趣旨に適合し得る範囲で適宜変更を加えて
実施することも可能であり、それらは何れも本発明の技術的範囲に含まれる。
【００３９】
　まず、ＪＩＳに規定される６０６１アルミニウム合金を溶製してアルミニウム合金鋳塊
（サイズ：２２０ｍｍＷ×２５０ｍｍＬ×ｔ１００ｍｍ、冷却速度：１５～１０℃）とし
、その鋳塊を切断して面削（サイズ：２２０ｍｍＷ×１５０ｍｍＬ×ｔ６０ｍｍ）した後
、均熱処理（５４０℃×４ｈ）を施した。均熱処理後、６０ｍｍ厚の素材を熱間圧延によ
り６ｍｍ厚の板材に圧延し、切断（サイズ：２２０ｍｍＷ×４００ｍｍＬ×ｔ６ｍｍ）し
た後、溶体化処理（５１０～５２０℃×３０ｍｉｎ）を施した。溶体化処理後、水焼入れ
し、時効処理（１６０～１８０℃×８ｈ）を施して供試合金板を得た。
【００４０】
　その供試合金板より、２５ｍｍ×３５ｍｍ（圧延方向）×ｔ３ｍｍの試験片を切り出し
、その表面を面削加工した。次いで、６０℃－１０％ＮａＯＨ水溶液中に２分浸漬した後
に水洗し、更に、３０℃－２０％ＨＮＯ３水溶液中に２分浸漬した後に水洗して表面を清
浄化した後に、表１に示す各処理条件で陽極酸化処理を施して試験片の表面に陽極酸化皮
膜を形成した。ここでは、４０μｍの膜厚の陽極酸化皮膜を形成することとしたが、実際
に形成された陽極酸化皮膜の膜厚は、３９～４１μｍであった。次いで、Ｎｏ．１以外で
は、表１に示す条件で、陽極酸化皮膜をフッ酸に浸漬する後処理を行った。
【００４１】
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　表１のＮｏ．１～７に示す条件で、夫々３枚ずつの試験片を作製し、陽極酸化皮膜のポ
ア間の障壁厚さ、低汚染性、および、耐傷付き性を調査した。
【００４２】
　試験片の表面に形成された陽極酸化皮膜のポア間の障壁厚さとは、前述したように、陽
極酸化皮膜の表面等をＳＥＭ（走査電子顕微鏡）で観察し、近接する１０個以上のポアに
ついて、夫々最近接したポア間の最短距離（固体部分の最小厚さ）を測定し、ポアとポア
がつながっている場合はそのポア間の障壁厚さは０とし、その測定値を平均した値のこと
である。尚、陽極酸化皮膜の表面以外に、陽極酸化皮膜の表面側から１μｍの位置と、基
材界面付近、また、基材界面から表面側５μｍの位置についても、ＦＩＢ（Ｆｏｃｕｓｅ
ｄ　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ）加工にて切り出してＳＥＭで観察した。その測定結果を表２に示
す。
【００４３】
　低汚染性の評価試験は、表１に示す各条件で陽極酸化処理を施した各試験片の上に、夫
々Ｓｉ基板を載せて、下部電極の使用環境を模擬した４００℃、１．５×１０－３Ｔｏｒ
ｒ（２Ｐａ）の減圧下で、真空熱処理を２時間実施した。その後、Ｓｉ基板の試験片と接
触した下面を、全反射蛍光Ｘ線分析法（ＴＸＲＦ）を用いて分析した。
【００４４】
　実機の半導体製造装置等において要求される低汚染性は、各プロセス、使用環境等によ
って、夫々異なるため、定量的に低汚染性の基準値を設定することは困難である。そこで
、この評価試験では、全反射蛍光Ｘ線分析法（ＴＸＲＦ）を用いて測定したＳｉ基板表面
の単位面積当たりのＦｅ原子数が、６０×１０１０ａｔｏｍｓ／ｃｍ２以下であった場合
の、試験片の陽極酸化皮膜を低汚染性に優れると判断した。その試験結果を表３に示す。
【００４５】
　また、耐傷付き性の評価試験は、シート状コットン（旭化成製ベンコットン）に蒸留水
を染み込ませて、試験片の陽極酸化皮膜表面上を１００回拭き取る方法で実施した。拭き
取り後の陽極酸化皮膜表面の膜厚を測定し、試験片の基材が露出しなかったものを、試験
片の陽極酸化皮膜が耐傷付き性に優れるものであると判断した。その試験結果を表３に示
す。
【００４６】
【表１】

【００４７】
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【表２】

【００４８】
【表３】

【００４９】
　Ｎｏ．１の陽極酸化皮膜は、フッ酸に浸漬する後処理を行っていない従来から一般的な
陽極酸化皮膜であり、陽極酸化皮膜の表面側のポア間の障壁厚さは３０μｍを超えている
。その結果、全反射蛍光Ｘ線分析法（ＴＸＲＦ）を用いて測定したＳｉ基板表面の単位面
積当たりのＦｅ原子数が、６０×１０１０ａｔｏｍｓ／ｃｍ２以を超え、Ｓｉ基板は汚染
されていることが確認できた。
【００５０】
　また、Ｎｏ．２の陽極酸化皮膜は、フッ酸に浸漬する後処理を行って形成した陽極酸化
皮膜であるが、陽極酸化皮膜の表面側のポア間の障壁厚さは３０μｍを超えている。その
結果、Ｓｉ基板表面の単位面積当たりのＦｅ原子数が、６０×１０１０ａｔｏｍｓ／ｃｍ
２以を超え、Ｓｉ基板は汚染されていることが確認できた。Ｎｏ．３の陽極酸化皮膜も、
フッ酸に浸漬する後処理を行って形成した陽極酸化皮膜であり、陽極酸化皮膜の表面のポ
ア間の障壁厚さは３０μｍ以下であったが、表面から１μｍの位置でポア間の障壁厚さ３
０μｍを超えていた。その結果、Ｓｉ基板表面の単位面積当たりのＦｅ原子数が、６０×
１０１０ａｔｏｍｓ／ｃｍ２以を超え、Ｓｉ基板は汚染されていることが確認できた。Ｎ
ｏ．２とＮｏ．３では、フッ酸に浸漬する時間が短かすぎたため、このような結果が得ら
れたと想定できる。
【００５１】
　これに対し、Ｎｏ．４～７では、陽極酸化皮膜を形成するための処理条件が適切であっ
たため、形成された陽極酸化皮膜の表面側から１μｍ以上が、ポア間の障壁厚さが３０ｎ
ｍ以下のポーラス層となった。その結果、全反射蛍光Ｘ線分析法（ＴＸＲＦ）を用いて測
定したＳｉ基板表面の単位面積当たりのＦｅ原子数が、６０×１０１０ａｔｏｍｓ／ｃｍ
２以下であり、試験片の陽極酸化皮膜は、低汚染性に優れると判断することができる。
【００５２】
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　この試験結果により、陽極酸化皮膜の表面側から１μｍ以上を、ポア間の障壁厚さが３
０ｎｍ以下のポーラス層とすることで、低汚染性に優れたアルミニウム合金部材とするこ
とができることが確認できた。
【００５３】
　また、低汚染性に優れると判断することができたＮｏ．４～７のうち、Ｎｏ．４～６は
、基材界面から表面側５μｍの位置と、基材界面付近では、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ
を超えている。その結果、耐傷付き性の評価試験で、試験片の基材が露出せず、耐傷付き
性に優れていた。
【００５４】
　これに対し、Ｎｏ．７では、基材界面から表面側５μｍの位置でポア間の障壁厚さが３
０ｎｍ以下であった。その結果、Ｎｏ．７では、耐傷付き性の評価試験で、試験片の基材
が露出してしまい、耐傷付き性に優れていなかった。
【００５５】
　この試験結果により、陽極酸化皮膜のうち、その表面側のポーラス層を除く基材側の部
位を、ポア間の障壁厚さが３０ｎｍ超で、層厚が５μｍ以上のポーラス層とすることで、
耐傷付き性に優れたアルミニウム合金部材とすることができることが確認できた。
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